
よびとよなか都市創造研究所の政策立案能力向
上においてたいへん有意義であり、同時に全国
の各自治体シンクタンクにとって大いに参照さ
れるべきものであると評価する。

以上の基本的評価を踏まえた上で、幾つかの
課題を述べる。まず、本研究の課題の②と③に
おいて施策検討となっているが、これを実施す
るには原課との緊密な意見交換や有識者からの
頻繁な意見聴取などが必要であり、専ら研究所
内だけで行うことは難しい。研究所内で実施す
るのであれば、施策検討ではなく実態把握と評
価にとどめておくことが望ましいと考える。こ
れは自治体シンクタンクの研究課題設定のあり
方と研究推進体制のあり方の両方に関連するも
のであり、課題設定にあたって予め十分に検討
しておく必要がある。

次に、期待される成果を担当部局における政
策・施策へのフィードバックとしていること、
関わる項目がかなり具体的であることから、こ
こでは紙幅の関係から一つ一つは取り上げない
が、かなり過大な設定となっている。したがっ
て、研究課題以上に踏み込んだ内容となってお
り、予め慎重に設定を行うことが望まれる。

筆者は自治体シンクタンク研究交流会議とい
う会議体のアドバイザー代表を務めており、自
治体の庁内シンクタンクがどのような研究を推
進していくことが望ましいのかについて意見を
求められる機会が時折ある。庁内シンクタンク
は、一方で今回の調査研究のように実態を分析
したり、施策の効果検証を行うことと、他方で
施策を検討したり、施策に関する提案を行うこ
との両方ともが大切であると考えている。ただ
し、研究を行う際に、どのような研究課題を設
定するのかを明確にすること、その課題に相応
しい研究方法および期待される成果を設定する
こと、そして、研究の実践を行うことが大切で
あることは言うまでもない。

この意味では、すでに述べたように、本調査
研究は研究課題設定や期待される成果と調査結
果の間の乖離が少しあったのではないかと考え
る。しかしながら、このことは今後の課題でも
あり、本調査研究の価値を何ら低めるものでは
なく、自治体シンクタンクとしてたいへん優れ
た調査研究であることを再度申し上げて、評価
とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○川口 俊明

福岡教育大学 教育学部 准教授

とよなか子どもプロジェクトに関わらせてい
ただいて、既に 3 年が過ぎようとしている。本
プロジェクトの終了にあたり、その成果と課題
をどう見るべきか、筆者が専門とする学力調
査・学力格差の視点から論じたい。

まず成果としては、これまで部署ごとにバラ
バラに存在していたさまざまな情報が統合さ
れ、豊中市の子どもたちの実態を掴むために分
析できるようになった点が挙げられる。その一

部は、既に「とよなか都市創造」でも報告され
ている。たとえば VOL.3（2025 年 3 月発行）
を見てみよう。同分析では生活保護や児童扶養
手当の受給の有無によって、授業の理解度や習
い事の頻度に差があるのみならず、幼児の肥
満・う歯の本数にも差があることが示されてい
る。教育研究では、保護者の学歴や職業ある
いは世帯年収（これを SES：Socio Economic 
Status と呼ぶ）が、学力を始めとする子ども
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の育ちと関連していることはよく知られている
（松岡 2019）。その意味で、こうした結果は「当
たり前」のことではある。ただ、そうした「当
たり前」のことを数値で示した点に、本プロ
ジェクトの意義がある。

効果的に教育政策や実践を進める上で、実態
を明らかにすることは重要である。教育格差の
是正が重要だと言われて、反対する人はいない
だろう。しかし少し考えてみると、教育格差と
言っても複雑である。家庭環境による差はわか
りやすいが、女子の大学進学率が低いといった
ジェンダー問題や、日本語がわからないために
授業についていけないといった外国にルーツを
持つ子どもたちの教育問題も、教育格差の一側
面である。問題はどの格差を優先して対処する
かで、人によって意見が食い違うということ
だ。家庭環境による格差には敏感な人がジェン
ダー（あるいは外国にルーツを持つ子の課題）
には無頓着ということは珍しくないし、その逆
もある。ここで重要なことが、さまざまな格差
の実態が数値によって示されているということ
だ。数値ですべてがわかるとは言わないが、数
値があれば、さまざまな格差のうち何が今もっ
とも深刻なのかといったことを、共通の土台を
もとに議論することができる。「当たり前」の
ことを示した豊中市の取り組みは、教育格差の
是正に繋がりうる、価値あるプロジェクトなの
である。

もちろん課題もある。今後の展開への期待も
込めて、2 点ほど指摘しておきたい。第一に、
プロジェクトの 3 年間という期間が、教育の成
果を見るには短すぎるという点である。教育の
成果はすぐにわからないことも多い。社会に出
てから、小学校の時の教師が言っていたことの
意味がわかったという人もいるだろう。教育研

究の中にも、就学前の子どもを対象とした施策
が、社会人になってからの成果に繋がっている
こ と を 示 し た も の が あ る（Heckman et al. 
2010）。こうしたことを考えるなら、今回の調
査対象となった小学生や中学生が、その後どう
なったのか調べることができるとよい。追跡調
査は費用もかかるし、引越などで対象が捕捉で
きなくなることもあるので難しいのだが、教育
の成果を知るために是非検討してほしい。

第二に、子どもに関するさまざまなデータを
完全に繋げることはできていないという点であ
る。たとえば全国学力・学習状況調査と保護者
の情報を個人単位で繋げることができれば、世
帯所得と学力の関連や外国にルーツを持つ子ど
もの学力といった、より踏み込んだ分析ができ
たはずである。個人情報の保護など解決しなけ
ればならない課題は多いだろうが、教育格差の
さまざまな側面を明らかにするには避けては通
れない課題である。なぜさまざまなデータを接
続・分析することが重要なのか市民に丁寧に説
明し，より踏み込んだ分析に挑んでほしい。

いくつか課題を挙げたが、昨今話題になって
いる行政データの利活用という点で、豊中市は
間違いなく重要な第一歩を踏み出している。た
だ、その一歩が踏み出したところで終わってし
まうのか、それとも二歩三歩と繋がっていくの
かによって、本プロジェクトの評価は変わるだ
ろう。今後の取り組みの発展を期待したい。
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